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論壇
は
じ
め
に

2
0
1
3
年
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は

Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
（
税
源
浸
食
と
利
益

移
転
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立
ち

上
げ
た
。
2
0
1
5
年
に
公
表

さ
れ
た
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
最
終
報
告
書

は
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
を
も
た
ら
す
原

因
を
抽
出
・
分
類
し
、
15
の
行

動
計
画
に
お
い
て
必
要
な
制
度

改
正
を
示
し
た
。
こ
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
、
世

界
各
国
は
、
租
税
回
避
行
為
と

そ
の
対
応
策
に
関
す
る
情
報
を

共
有
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

こ
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
経
済

へ
の
課
税
上
の
課
題
へ
の
対
応

策
は
、
最
終
報
告
書
行
動
計
画

1
（A

d
d
re
ssin
g
th
e

T
ax
C
h
alle
n
g
e
s
o
f

th
e
D
ig
ital

T
ax

）
に

ま
と
め
ら
れ
た
。
行
動
計
画
1

で
は
、
間
接
税
に
つ
い
て
消
費

国
で
課
税
さ
れ
る
仕
組
み
の
導

入
を
勧
告
す
る
一
方
、
直
接
税

に
つ
い
て
は
、
①
重
要
な
経
済

的
拠
点
を
認
め
る
恒
久
的
施
設

へ
の
課
税
、
②
一
定
の
電
子
商

取
引
に
対
す
る
源
泉
税
、
お
よ

び
③
平
衡
税
（e

q
u
alizati

o
n
le
v
y

）
導
入
と
い
う
オ

プ
シ
ョ
ン
が
示
さ
れ
る
に
と
ど

ま
り
、
具
体
的
な
改
正
案
を
提

示
す
る
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
検
討
を
継
続

し
、
2
0
1
8
年
中
間
報
告
書

を
提
出
、
2
0
1
9
年
の
Ｇ
20

に
お
け
る
議
論
を
経
て
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
事
務
局
に
よ
る
具
体
的
な

改
善
案
の
公
開
討
議
文
書
が
10

月
及
び
11
月
に
公
表
さ
れ
た
。

Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
包
摂
的
枠
組
み
に
関

す
る
声
明
に
よ
れ
ば
、
最
終
報

告
書
は
2
0
2
0
年
末
に
取
り

ま
と
め
ら
れ
る
1
。

デ
ジ
タ
ル
経
済
の
世
界
的
な

発
展
に
よ
り
、
事
業
拠
点
の
可

動
性
と
事
業
統
合
が
推
進
さ
れ

て
い
る
現
状
に
お
い
て
、
Ｂ
Ｅ

Ｐ
Ｓ
最
終
報
告
書
の
対
処
方
針

で
あ
る
「
実
質
的
な
経
済
活
動

が
行
わ
れ
、
価
値
創
造
が
な
さ

れ
た
場
所
で
課
税
す
る
」
こ
と

の
意
義
が
問
わ
れ
る
こ
と
と
な

っ
て
い
る
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
提
案
は
、
国
際

租
税
制
度
の
原
則
を
大
き
く
転

換
さ
せ
る
も
の
で
あ
り
、
長
く

議
論
さ
れ
て
き
た
源
泉
地
国
課

税
問
題
が
市
場
国
に
お
け
る
課

税
権
と
し
て
ど
の
よ
う
に
着
地

す
る
か
と
い
う
興
味
深
い
局
面

を
迎
え
て
い
る
。

各
国
の
対
応
：
Ｄ
Ｓ
Ｔ
と
Ｇ
Ｉ
Ｌ
Ｔ
Ｉ

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
よ
る
抜
本
的
な

提
案
に
先
立
ち
、
世
界
各
国
は

個
別
的
対
応
を
進
め
て
き
た
2
。

欧
州
各
国
で
は
、
売
上
高
や

顧
客
数
に
応
じ
た
課
税
を
行
う

デ
ジ
タ
ル
売
上
税
（D

ig
ital

S
ale
s
T
ax
e
s,
D
S
T

）

が
次
々
と
導
入
さ
れ
て
い
る

（
例
え
ば
、英
国
は
2
0
2
0
年
、

フ
ラ
ン
ス
は
2
0
1
9
年
か
ら

の
実
施
）。Ｄ
Ｓ
Ｔ
は
、市
場
の

貢
献
に
よ
る
収
益
部
分
を
切
り

取
っ
て
課
税
す
る
効
果
を
持
つ
。

一
方
、
米
国
は
、
2
0
1
7

年
、
国
外
で
無
形
資
産
か
ら
生

じ
る
収
益
に
対
し
、
Ｇ
Ｉ
Ｌ
Ｔ

Ｉ
（G

lobal
In
tan
g
ib
le

L
ow
-T
ax
e
d
In
co
m
e
,

26
U
.S
.C
.§
951
A

）

合
算
課
税
制
度
を
導
入
し
た
。

こ
れ
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
後
述
す

る
第
2
の
柱
に
類
似
す
る
仕
組

み
で
あ
り
、
居
住
地
国
課
税
の

確
保
を
目
的
と
す
る
。

こ
れ
ら
の
一
国
主
義
的
な
対

策
は
、
通
商
政
策
を
通
じ
た
牽

制
や
制
裁
を
も
た
ら
し
て
い

る
。
米
国
は
、
Ｄ
Ｓ
Ｔ
に
対
す

る
通
商
法
3
0
1
条
に
よ
る
調

査
を
実
施
、
輸
入
品
に
か
か
る

関
税
の
引
き
上
げ
を
検
討
し
て

い
る
と
い
う
。
米
国
財
務
省

は
、
Ｄ
Ｓ
Ｔ
に
関
す
る
国
際
的

枠
組
み
交
渉
か
ら
の
離
脱
を
こ

の
6
月
に
表
明
し
た
3
。

デ
ジ
タ
ル
取
引
か
ら
生
じ
る

収
益
を
取
り
出
し
て
対
策
す
る

こ
と
は
難
し
く
、
さ
ら
に
、
深

く
絡
み
合
う
国
際
的
な
相
互
依

存
関
係
の
中
で
は
、
そ
の
国
だ

け
で
問
題
を
解
決
す
る
こ
と
は

容
易
で
は
な
い
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
経
済
へ
の
対

応
策
：
居
住
地
国
ベ
ー
ス
の
転
換

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
提
案
の
内
容

は
、
2
つ
の
柱（T

w
o -P
illar

A
pproach

）
か
ら
な
る
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
提
案
の
第
1
の
柱

は
、
多
国
籍
企
業
グ
ル
ー
プ
が

売
上
を
獲
得
す
る
市
場
国
に
お

け
る
課
税
を
認
め
る
も
の
で
、

源
泉
地
国
課
税
の
範
囲
拡
大
と

い
う
側
面
が
あ
る
。
第
2
の
柱

（G
lobal

an
ti -b
ase

e
ro
sio
n
proposal,

G
lo

B
E

）
は
、
居
住
地
国
に
ミ
ニ

マ
ム
・
タ
ッ
ク
ス
を
認
め
る
こ

と
に
よ
る
軽
課
税
国
へ
の
所
得

移
転
対
抗
策
で
あ
る
。

第
1
の
柱
に
お
け
る
市
場
国

に
お
け
る
課
税
権
は
、
世
界
的

な
イ
ン
フ
ラ
を
提
供
す
る
多
国

籍
企
業
グ
ル
ー
プ
の
生
み
出
す

超
過
収
益
に
向
け
ら
れ
る
。
こ

う
し
た
対
立
の
根
底
に
あ
る
問

題
は
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
イ

ン
タ
ン
ジ
ブ
ル
や
シ
ナ
ジ
ー
効

果
ま
で
広
く
含
む
無
形
資
産
か

ら
生
み
出
さ
れ
る
超
過
収
益
の

帰
属
で
あ
る
。

こ
れ
は
、
移
転
価
格
税
制
の

独
立
当
事
者
間
基
準
（A

rm
’s

len
g
th
p
rin
cip
le

）
の

適
用
に
お
い
て
、
特
に
評
価
困

難
な
無
形
資
産
へ
の
適
用
の
側

面
か
ら
議
論
さ
れ
て
き
た
問
題

で
あ
る
。
こ
の
超
過
収
益
へ
の

課
税
の
視
点
は
、
多
国
籍
企
業

グ
ル
ー
プ
の
居
住
地
国
に
お
け

る
課
税
を
基
礎
と
し
て
検
討
さ

れ
て
き
た
。
た
と
え
ば
、
2
0

1
9
年
度
税
制
改
正
で
導
入
さ

れ
た
所
得
相
応
性
基
準
は
、
無

形
資
産
を
保
有
す
る
納
税
者
の

所
得
と
そ
の
無
形
資
産
の
価
値

と
の
相
応
性
を
検
証
す
る
も
の

で
あ
る
。

一
方
、
課
税
所
得
の
算
定
に

お
け
る
市
場
の
評
価
は
、
新
興

国
に
お
け
る
源
泉
地
国
の
課
税

範
囲
の
問
題
と
し
て
長
ら
く
検

討
さ
れ
て
き
た
課
題
で
あ
る
。

企
業
が
進
出
す
る
国
に
お
け
る

恒
久
的
施
設
（P

erm
an
en
t

E
stablish

m
en
t,
P
E

）

の
定
義
に
つ
い
て
は
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
行
動
計
画

7
の
最
終
報
告
書
（P

re
v
e

n
tin
g
th
e
A
rtificial

A
v
o
id
an
ce
o
f
P
E
S
t

atu
s

）
で
も
検
討
さ
れ
て
い

る
。
租
税
回
避
防
止
の
た
め
、

準
備
的
又
は
補
助
的
な
活
動
に

よ
る
適
用
除
外
や
、
コ
ミ
ッ
シ

ョ
ネ
ア
形
態
の
代
理
人
Ｐ
Ｅ
等

に
つ
き
定
義
の
変
更
が
な
さ

れ
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条

約
は
2
0
1
7
年
11
月
に
改
正

さ
れ
た
。

こ
の
よ
う
に
Ｐ
Ｅ
の
定
義
が

再
検
討
さ
れ
て
も
、
そ
の
課
税

所
得
が
、
帰
属
主
義
に
基
づ
く

独
立
当
事
者
間
基
準
に
よ
り
算

定
さ
れ
る
限
り
、
市
場
国
（
源

泉
地
国
）
が
そ
の
貢
献
に
よ
り

生
じ
た
収
益
に
課
税
で
き
る
と

は
限
ら
な
い
4
。
そ
の
た
め
、

途
上
国
は
、
デ
ジ
タ
ル
経
済
に

対
す
る
課
税
に
つ
い
て
、
国
連

租
税
委
員
会
を
通
じ
、
市
場
国

へ
の
適
正
な
税
収
の
配
分
の
必

要
性
を
強
調
し
て
い
る
5
。

こ
の
度
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
提
案

は
、
途
上
国
の
主
張
や
欧
州
等

の
Ｄ
Ｓ
Ｔ
の
導
入
を
踏
ま
え

て
、
国
際
的
な
所
得
配
分
の
基

準
を
、
保
有
者
に
お
け
る
無
形

資
産
の
評
価
の
視
点
か
ら
、
源

泉
地
国
に
お
け
る
売
上
等
の
客

観
的
な
情
報
に
基
づ
く
も
の
へ

と
転
換
す
る
も
の
で
あ
る
。
無

形
資
産
か
ら
生
じ
る
利
益
は

「
関
連
す
る
国
々
で
」
ど
の
よ

う
に
課
税
さ
れ
る
べ
き
か
と
い

う
「
地
理
的
な
」
視
点
へ
の
変

更
は
、
企
業
や
人
へ
の
収
益
帰

属
の
原
則
と
さ
れ
て
き
た
独
立

当
事
者
間
基
準
の
地
位
を
失
わ

せ
る
結
果
を
も
た
ら
す
6
。
第

一
の
柱
の
統
合
ア
プ
ロ
ー
チ

（U
n
ified

A
pproach

）

に
お
け
る
利
益
分
割
法
の
適
用

は
、
移
転
価
格
税
制
に
お
い

て
、
独
立
当
事
者
間
基
準
に
適

合
す
る
範
囲
内
で
検
討
さ
れ
て

き
た
利
益
分
割
の
要
因
や
寄
与

度
の
議
論
を
一
気
に
飛
び
越
え

る
こ
と
と
な
る
。

こ
の
市
場
国
課
税
権
確
保
の

問
題
は
、
発
展
途
上
国
ば
か
り

で
は
な
く
、
先
進
国
の
租
税
競

争
の
局
面
に
お
い
て
も
生
じ
て

い
る
。
課
税
当
局
が
、
多
国
籍

企
業
グ
ル
ー
プ
の
有
す
る
無
形

資
産
か
ら
生
じ
る
収
益
へ
の
課

税
に
関
し
、
個
別
の
企
業
に
対

す
る
タ
ッ
ク
ス
・
ル
ー
リ
ン
グ

を
通
じ
て
租
税
優
遇
措
置
を
提

供
す
る
場
合
が
あ
る
。
欧
州
委

員
会
は
、
こ
の
優
遇
が
域
内
の

公
正
な
競
争
を
妨
げ
る
違
法
な

国
家
補
助
（
欧
州
機
能
条
約
1

0
7
条
1
項
）
に
該
当
す
る
場

合
、
税
収
の
回
復
を
命
令
で
き

る（
同
条
約
1
0
8
条
2
項
）7
。

現
在
も
Ｉ
Ｋ
Ｅ
Ａ
や
Ｎ
ｉ
ｋ
ｅ

と
言
っ
た
多
国
籍
企
業
グ
ル
ー

プ
に
対
す
る
タ
ッ
ク
ス
・
ル
ー

リ
ン
グ
が
、
欧
州
委
員
会
に
よ

る
公
式
調
査
の
対
象
と
な
っ
て

い
る
8
。

今
後
の
議
論
へ
の
期
待

市
場
国
に
お
け
る
新
し
い
課

税
権
を
認
め
た
場
合
、
居
住
地

国
課
税
と
の
競
合
や
Ｄ
Ｓ
Ｔ
に

か
か
る
二
重
課
税
が
生
じ
う
る

が
、
非
居
住
者
は
そ
の
税
制
に

関
す
る
議
論
に
参
加
す
る
こ
と

は
難
し
い
。
税
制
に
関
す
る
世

界
的
な
議
論
の
場
が
失
わ
れ
れ

ば
、各
国
の
利
害
対
立
は
、二
国

間
の
通
商
政
策
に
お
け
る
制
裁

や
恩
恵
の
提
示
に
よ
り
政
治
的

に
解
決
さ
れ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。

租
税
制
度
の
適
用
や
調
整
の

情
報
は
、
広
く
利
害
関
係
者
で

共
有
さ
れ
、
議
論
さ
れ
る
べ
き

で
あ
る
。
国
際
取
引
が
当
然
の

こ
と
と
な
っ
て
い
る
現
在
、
そ

う
し
た
議
論
を
行
う
国
際
的
な

場
が
一
層
重
要
な
存
在
と
な

る
。
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
通
じ
、
租
税
制
度
に
関
す
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
強
化
さ
れ
て

き
た
。
租
税
に
関
す
る
相
互
行

政
支
援
に
関
す
る
条
約
は
2
0

1
3
年
10
月
1
日
に
発
効
し
、

2
0
1
7
年
6
月
に
は
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
防
止
措
置
を
既
存
の
租
税
条

約
に
同
時
に
導
入
す
る
こ
と
を

目
的
と
す
る
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
防
止

措
置
実
施
条
約
が
多
国
間
条
約

と
し
て
署
名
さ
れ
て
い
る
（
2

0
1
9
年
1
月
1
日
発
効
）。

新
た
な
課
税
制
度
に
つ
い

て
、
充
実
し
つ
つ
あ
る
租
税
条

約
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
す

れ
ば
、課
税
に
関
す
る
情
報
や
、

課
税
の
調
整
や
協
議
の
仕
組
み

を
生
か
す
こ
と
が
で
き
る
。
税

制
に
関
す
る
議
論
の
ひ
と
つ
ひ

と
つ
が
、
多
く
の
人
々
が
共
有

し
う
る
無
形
資
産
で
あ
る
。

昨
今
も
た
ら
さ
れ
た
新
し
い

秩
序
の
中
で
、
租
税
政
策
に
つ

い
て
も
、
緊
急
度
に
応
じ
た
取

捨
選
択
が
な
さ
れ
る
で
あ
ろ

う
。
一
国
主
義
に
よ
る
対
立
の

中
に
あ
っ
て
も
、
そ
の
対
立
の

原
因
を
認
識
し
、
解
決
す
る
た

め
に
、
信
頼
し
う
る
議
論
の
場

を
維
持
す
る
と
い
う
国
際
協
調

を
期
待
し
た
い
。
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欧
州
と
米
国
の
対
立
の
現

状
に
つ
い
て
、
渡
辺
徹
也
「
デ

ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
税
の
理
論
的

根
拠
と
課
題
―L

ocation
-

S
pecific

R
en
t

に
関
す
る
考

察
を
中
心
に
―
」
フ
ィ
ナ
ン
シ

ャ
ル
・
レ
ビ
ュ
ー
1
4
3
号
2

1
9
頁
以
下（
2
0
2
0
）参
照
。
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2
0
2
0
年
6
月
12
日

付
、
米
国
商
務
省
に
よ
る
書
簡

に
つ
き
、http

s://w
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w
.la

w
3
6
0
.co
m
/article

s/1
2

8
5
0
1
9
/attach

m
e
n
ts/0
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Ａ
Ｏ
Ａ
方
式
に
よ
る
独
立

企
業
原
則
に
よ
る
恒
久
的
施
設

帰
属
所
得
算
定
に
お
い
て
は
、

市
場
の
貢
献
の
評
価
を
課
税
所

得
に
反
映
す
る
こ
と
が
難
し
い

状
況
に
つ
い
て
、
拙
稿
「
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
デ
ジ
タ
ル
経
済
へ
の
税
制

の
対
処
に
お
い
て
求
め
ら
れ
る

選
択
」
税
理
62
巻
13
号
1
2
3
―

1
2
5
頁
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国
連
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デ
ジ
タ
ル
経
済
へ
の
対
応
に
お
け
る

市
場
国
の
課
税
権
の
行
方
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